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2014年 12月16日 

各 位 

会 社 名 コカ･コーライーストジャパン株式会社 

代表者名 代表取締役社長 カリン・ドラガン  

（コード番号 2580 東証第一部） 

問合せ先 取締役執行役員 

   コーポレートアドミニストレーション部長    

   川本 成彦 

    （TEL．03-5575-3749） 

 

 

コカコカコカコカ････コーライーストジャパンコーライーストジャパンコーライーストジャパンコーライーストジャパン株式会社株式会社株式会社株式会社によるによるによるによる仙台コカ仙台コカ仙台コカ仙台コカ････コーラボトリングコーラボトリングコーラボトリングコーラボトリング株式会社の株式会社の株式会社の株式会社の    

簡易簡易簡易簡易株式交換による株式交換による株式交換による株式交換による完全子会社化完全子会社化完全子会社化完全子会社化に関する株式交換契約締結に関する株式交換契約締結に関する株式交換契約締結に関する株式交換契約締結にににに関する関する関する関するお知らせお知らせお知らせお知らせ    

    

 

コカ･コーライーストジャパン株式会社（以下「CCEJ社」といいます。）および仙台コカ･コーラボトリング

株式会社（以下「仙台社」といいます。）は、本日開催の両社の取締役会において、CCEJ社を株式交換完全親

会社とし、仙台社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決

議し、本日、両社の間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 本株式交換は、CCEJ社については、会社法第796 条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより、

CCEJ社の株主総会による承認を受けずに、仙台社については、株主総会による承認を受けたうえで、2015年

４月１日を効力発生日として行われる予定です。 

 

 

１．本株式交換の目的 

CCEJ社は、2013年７月に、関東･東海地域におけるコカ･コーラボトラー４社（コカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社、

三国コカ･コーラボトリング株式会社、東京コカ･コーラボトリング株式会社、利根コカ･コーラボトリング株式会社）の経営統合

により誕生し、国内で最もダイナミックかつ競合の激しい市場で事業を展開する日本最大のコカ･コーラ

ボトラーとなりました。この統合により、CCEJ 社は、従来各ボトラーが個別に行っていた営業活動、サ

プライチェーン分野の意思決定、顧客サービス対応等に規模のメリットを活用しつつ、ひとつの組織と

して迅速かつ効率的に行う体制を構築しました。 

一方、仙台社は、1962 年の設立来、宮城県仙台市に本社を置き、宮城県、福島県、および山形県の３

県を事業地域とするコカ･コーラボトラー社として、「地域の発展なくして、当社の成長はあり得ない。

社会から信頼される会社をめざし、社会との共栄共存をはかり、感謝と奉仕の精神をもって活動する。」

を経営理念に掲げ、社会環境および経済環境の変化に的確に対応し、地域社会とともに持続的な成長を

遂げてまいりました。また、創業 50 年を迎えた 2012 年には、中期５ヵ年計画「Sendai “New 

Normal”2016」（SNN2016）を策定し、安定した収益の確保と事業の継続的な発展を目指した様々な施策

を戦略的に実施してまいりました。 

CCEJ 社と仙台社は本株式交換による事業統合を行うことで、関東・東日本地域における事業運営の効

率化や顧客サービスの強化を促進してまいります。CCEJ 社は 2013 年７月１日の発足以来、成長に向けた

「One＋ロードマップ」の一環として、顧客、消費者、競合環境の変化に機動的に対応できる組織への変

革を目指し、事業統合を急速に進めております。ここに仙台社を迎え入れることで、市場対応の強化や

将来の成長に向けた投資の最適化が実現できるものと考えております。 

両社はこれまでも、日本コカ･コーラ株式会社とのパートナーシップおよびコカ･コーラボトリング 

システムの一員として、相互に連携し、徹底した消費者志向に基づき、変化し続ける市場ニーズに対応
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し、顧客サービスの改善に取り組んでまいりました。本株式交換による経営統合によって、CCEJ 社と仙

台社は、新たな事業機会を取り込み、厳しい事業環境下においても持続的な成長を実現できる優位な立

場に立つことができると考えています。さらに、両社の経営資源を融合し、一体として運営を行うこと

により、市場の拡大や東日本地域における経営基盤を強化するとともに、サプライチェーン、顧客サー

ビス、および組織の最適化により、統合後の両社の企業価値向上に資することになるとの結論に至りま

した。 

 

２．本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

取 締 役 会 決 議 日 （ 両 社 ） 2014年 12月16日 

契 約 締 結 日 （ 両 社 ） 2014年 12月16日 

本株式交換の予定日（効力発生日） 2015年４月１日（予定） 

（注１） 本株式交換は、CCEJ社については、会社法第796 条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きによ

り、CCEJ社の株主総会による承認を受けずに行う予定です。 

（注２） 仙台社については、本株式交換契約について株主総会の承認を受けることを予定しております。    

（注３） 上記日程は、本株式交換の手続進行上の必要性その他の事由により必要があるときは、両社が協議の

上、変更されることがあります。    

 

（２）本株式交換の方式 

CCEJ社を株式交換完全親会社、仙台社を株式交換完全子会社とする株式交換となります。 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

 
CCEJ社 

（株式交換完全親会社） 

仙台社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当ての内容 １ 2.563 

本株式交換により交付する株式数 CCEJ社普通株式：5,781,166株（予定） 

（注１） 株式の割当比率 

仙台社の株式１株に対して、CCEJ社の株式2.563株を割当交付します。なお、上記株式交換比率は、

算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、合意により変更することが

あります。 

（注２） 本株式交換により交付する株式数 

CCEJ 社は、本株式交換に際して、新たにCCEJ 社の普通株式5,781,166 株（予定）を発行し、本株式

交換により CCEJ 社が仙台社の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいま

す。）における仙台社の株主に対し、割当て交付する予定です。なお、仙台社は本株式交換の効力発

生日の前日までに開催する取締役会の決議により、基準時までに保有することとなる全ての自己株

式（本株式交換に関して行使される反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって仙台社が

取得する自己株式を含みます。）を、基準時をもって消却する予定です。本株式交換により割当て交

付する株式数については、仙台社による自己株式の取得・消却等の理由により今後修正される可能

性があります。 

（注３） 単元未満株の取扱い 

本株式交換により、CCEJ 社の単元未満株式（100 株未満の株式）を保有することとなる株主の皆様

につきましては、CCEJ 社の株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。なお、取引

所市場において単元未満株式を売却することはできません。 

①単元未満株式の買取制度（100 株未満株式の売却） 

会社法第192 条第１項の規定に基づき、CCEJ社の単元未満株式を保有する株主の皆様が、CCEJ社

に対してその保有する単元未満株式を買い取ることを請求することができる制度です。 

②単元未満株式の買増制度（100 株への買増し） 
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会社法第 194 条第１項および CCEJ 社の定款の規定に基づき、CCEJ 社の単元未満株式を保有する

株主の皆様が、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元（100 株）となる数の普通株式を

CCEJ社から買い増すことを請求することができる制度です。 

（注４） １株に満たない端数の取扱い 

本株式交換に伴い、CCEJ 社の普通株式１株に満たない端数の割当て交付を受けることとなる仙台

社の現株主の皆様に対しては、会社法第 234 条その他の関連法令の定めに従い、その端数の合計

数（合計数に１株に満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします。）に相当する数

の CCEJ 社の株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応じて当該株主の皆様に交付いたします。 

 

（４）本株式交換に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

仙台社は、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 

３．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

（１）割当ての内容の根拠および理由 

本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、CCEJ 社は、両社から独立した第三者

算定機関である野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）に株式交換比率の算定を依頼いた

しました。  

CCEJ 社は、第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、両社の財務状況、

業績動向、株価動向等を勘案のうえ、仙台社との間で真摯に交渉・協議を行いました。その結果、両社

は、上記２.（３）記載の株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであると判

断し、本日開催された両社の取締役会にて本株式交換の株式交換比率を決定し、両社間で本株式交換契

約を締結しました。 

なお、株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で協議のう

え、合意により変更することがあります。 

 

 

（２）算定に関する事項 

① 算定機関の名称ならびにCCEJ社および仙台社との関係 

CCEJ 社の第三者算定機関である野村證券は、CCEJ 社および仙台社から独立した算定機関であり、

CCEJ 社および仙台社の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係

を有しません。 

 

② 算定の概要 

野村證券は、CCEJ 社については、同社が東京証券取引所に上場しており、市場株価が存在する

ことから、市場株価平均法（2014年12月15日を算定基準日として、算定基準日の株価終値および

算定基準日から遡る１週間、１ヵ月間、３ヵ月間、および６ヵ月間の終値平均値）を採用して算定

を行いました。  

仙台社については、非上場会社ではあるものの、比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似

会社比較法による株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、また、比較可能な過去

の買収事例が複数存在し、類似取引比較法による株式価値の類推が可能であることから類似取引比

較法を、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するためディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を、それぞれ採用して算定を行いました。なお、

野村證券がＤＣＦ法による算定の前提とした仙台社の利益計画において、大幅な増減益が見込まれ

ている事業年度はありません。 

CCEJ 社株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の各算定方法の算定結果は、以下のとおり

となります。 
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採用手法 株式交換比率の算定結果 

類似会社比較法 1.40～1.83 

類似取引比較法 1.86～2.19 

ＤＣＦ法 2.38～3.19 

 

野村證券は、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報、一般に公開された情

報等を使用し、それらの資料、情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提としており、

独自にそれらの正確性および完全性の検証を行っておりません。また、CCEJ 社、仙台社およびそ

れらの関係会社の資産または負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産および負債の分

析および評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査

定の依頼も行っておりません。また、仙台社の財務予測については、CCEJ 社および仙台社により

現時点で得られる最善の予測および判断に基づき合理的に検討または作成されたことを前提として

おります。 

 

（３）公正性を担保するための措置 

CCEJ社は、本株式交換における本株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、上記３．(１)でご

説明いたしましたとおり、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、

その算定結果の提出を受けました。CCEJ社はかかる算定結果を参考として、仙台社との間で検討・交

渉・協議を行い、その結果両社で合意された株式交換比率により本株式交換を行うことといたしました。

なお、両社は、いずれも第三者算定機関から本株式交換比率の公正性に関する評価（いわゆる「フェア

ネス・オピニオン」）を取得しておりません。 

また、本株式交換における法務アドバイザーとして、CCEJ 社はシティユーワ法律事務所を、仙台社

は森・濱田松本法律事務所を選定し、それぞれ本株式交換の手続きおよび意思決定の方法・過程等につ

いて、法的な観点から助言を受けております。 

 

 

４．本株式交換の当事会社の概要（2014年９月30日現在） 

  株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

（１） 名 称 
コカ･コーライーストジャパン 

株式会社 

仙台コカ･コーラボトリング 

株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂六丁目１番20号 
宮城県仙台市青葉区一番町二丁目７

番12号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 カリン・ドラガン 代表取締役社長 鈴木 恭 

（４） 事 業 内 容 清涼飲料の製造および販売 清涼飲料の製造および販売 

（５） 資 本 金 6,499百万円 1,142百万円 

（６） 設 立 年 月 日 

2001年６月29日 

（2013年７月１日 コカ・コーラ

イーストジャパン株式会社に商号変

更） 

1962年６月19日 

（７） 発 行 済 株 式 数 121,898,978株 2,281,250株 

（８） 決 算 期 12月末日 12月末日 

（９） 従 業 員 数 
（連結）7,891名 

（2013年 12月31日現在） 

（連結）739名 

（2014年９月30日現在） 

（10） 主 要 取 引 先 国内の企業および一般消費者等 国内の企業および一般消費者等 

（11） 主 要 取 引 銀 行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株式会社横浜銀行 

株式会社七十七銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

株式会社山形銀行 

（12） 大 株 主 お よ び ヨーロピアンリフレッシュメンツ カメイ株式会社            57.70% 
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持 株 比 率 (「常代」日本コカ・コーラ株式会

社)                      16.90% 

日本コカ・コーラ株式会社 13.67% 

株式会社千秋社        4.47% 

三井物産株式会社（「常代」資産管

理サービス信託銀行株式会社）   

                           4.29% 

東洋製罐グループホールディングス

株式会社                   4.20% 

（2014年６月30日現在） 

株式会社佐浦              13.86% 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2013年 12月31日現在） 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 CCEJ社および仙台社の間には、相互に製品売買等の取引があります。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 

CCEJ社（連結） 仙台社（連結） 

2011年 

12月期

（注） 

2012年 

12月期

（注） 

2013年 

12月期

（注） 

2011年 

12月期 

2012年 

12月期 

2013年 

12月期 

 連 結 純 資 産 87,231 87,461 216,191 15,510 15,649 14,444 

 連 結 総 資 産 114,719 112,785 314,490 33,993 33,885 35,704 

 １株当たり連結純資産(円) 1,976.37 1,980.36 1,785.92 6,799.08 6,859.96 6,331.55 

 連 結 売 上 高 193,081 193,794 372,792 55,605 59,432 58,515 

 連 結 営 業 利 益 4,047 3,387 7,581 738 486 67 

 連 結 経 常 利 益 3,861 3,274 7,732 552 281 △86 

 連 結 当 期 純 利 益 1,309 1,630 11,582 △242 360 △78 

 １株当たり連結当期純利益(円) 29.68 36.95 139.70 △106.00 157.99 △34.09 

 １ 株 当 た り 配当金(円) 36 36 32 100 100 100 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注）CCEJ社の2011年 12月期および2012年 12月期、ならびに2013 年 12 月期の第１、第２四半期は旧コ

カ･コーラ セントラル ジャパン株式会社の業績のみが含まれ、統合後のCCEJ社の業績は2013 年 12 月期の

第３、第４四半期に含まれております。 

 

 

５．本株式交換後の状況 

  株式交換完全親会社 

（１） 名 称 コカ･コーライーストジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂六丁目１番20号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 カリン・ドラガン 

（４） 事 業 内 容 清涼飲料の製造および販売 

（５） 資 本 金 6,499百万円 

（６） 決 算 期 12月末日 

（７） 純 資 産 現時点では確定しておりません。 

（８） 総 資 産 現時点では確定しておりません。 
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６．会計処理の概要 

本株式交換は「企業結合に関する会計基準」における取得に該当し、のれん（または負ののれん）が

発生する見込みですが、その金額は現時点では未定です。 

 

７．今後の見通し 

本株式交換が CCEJ 社の連結業績に与える影響は現時点では未定です。今後、業績予想修正の必要性お

よび公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想および前期連結実績 

 

CCEJ社（当期業績予想は2014年 11月６日公表分） （単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期業績予想 

（2014年 12月期） 
523,000 9,100 9,400 3,200 

前期実績 

（2013年 12月期） 
372,792 7,581 7,732 11,582 

 

（注）2013 年 12 月期の第１、第２四半期は旧コカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社の業績のみが含ま

れ、統合後のCCEJ社の業績は2013 年 12 月期の第３、第４四半期に含まれております。 



 

 

2014年12月16日 

 

報道関係 各位 

コカ・コーライーストジャパン株式会社 

 

 

 

 

 

 

コカ･コーライーストジャパン株式会社（本社：東京都港区赤坂、代表取締役社長CEO：カリン・ドラガン、

以下、CCEJ）は、本日、仙台コカ･コーラボトリング株式会社（本社：宮城県仙台市青葉区、代表取締

役社長：鈴木 恭、以下、SCCB）との事業統合の計画を発表いたしました。 

両社を合計した売上高は約5,920億円、コカ･コーラ製品の年間販売数量は約3億ケースと日本の

コカ･コーラシステム全体の約50％に達します。事業統合により、CCEJは日本最大のコカ･コーラボトラ

ーとしての地位をさらに強固にするとともに、引き続き日本のコカ･コーラボトリングビジネスの変革をリー

ドしてまいります。 

CCEJは、新たな仲間となるSCCBとともに、ワールドクラスの日本のコカ･コーラボトラーを目指す中期

戦略、「成長に向けたOne+ロードマップ」（http://www.ccej.co.jp/one_story/）を強力に推進していき

ます。両社は2015年1月に事業統合準備を開始し、2015年4月1日の事業統合を予定しています。 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワールドクラスをめざワールドクラスをめざワールドクラスをめざワールドクラスをめざすすすすコカ・コーライーストジャパンコカ・コーライーストジャパンコカ・コーライーストジャパンコカ・コーライーストジャパン、、、、    
仙台仙台仙台仙台コカ･コーラボトリングコカ･コーラボトリングコカ･コーラボトリングコカ･コーラボトリング株式会社株式会社株式会社株式会社とのとのとのとの事業統合事業統合事業統合事業統合をををを発表発表発表発表    

 

CCEJ 代表取締役社長ＣＥＯ カリン・ドラガン  SCCB 代表取締役社長 鈴木 恭  

＜ご参考＞ 



ワールドクラスのコカ･コーラボトラーを目指す中期戦略、「成長に向けた One+ロードマップ」による変革

のスピードを加速 

� CCEJ の関東･東海地域の 4 コカ･コーラボトラー社の統合で確立されたモデルを活用 

� SCCB は CCEJ の事業地域に隣接した福島、宮城、山形 3 県で、長年にわたり事業を展開。  

両社の事業統合後、事業地域は１都 15 県、人口約 6,600 万人をカバー 

� 簡易株式交換による事業統合で SCCB は CCEJ の 100％子会社に 

� CCEJ は新株 5,781,166 株を発行 

� SCCB 株式１株に対し、CCEJ 株式 2.563 株を割当交付 

� 株式交換（事業統合）効力発生予定日：2015 年 4 月 1 日 

 

なお、本件について CCEJ 代表取締役社長 CEO カリン・ドラガンは CCEJ のウェブサイトにてメッセージ

を発信しました。(Website http://investor-jp.ccej.co.jp/) 

 

 

【【【【コカ･コーライーストジャパン株式会社の概要】 

コカ･コーライーストジャパン株式会社（銘柄コード：東証 1 部 2580）は、コカ･コーラ社製品の製造・

販売を担うコカ・コーラボトラーとして国内最大の年間売上高を誇ります。    

「コカ･コーラ」「コカ･コーラ ゼロ」「ジョージア」「い・ろ・は・す」をはじめとする、無糖茶、ジュース、ス

ポーツドリンク、エナジードリンク、その他の炭酸飲料など、50 以上のコカ･コーラブランドの飲料をお

客様にお届けしています。 

コカ・コーライーストジャパンは、２０１３年７月１日、関東・東海地域（１都１２県）のコカ・コーラボトラー

4 社（コカ・コーラ セントラル ジャパン㈱、三国コカ・コーラボトリング㈱、東京コカ・コーラボトリング㈱、

利根コカ・コーラボトリング㈱）の経営統合により誕生しました。 

詳細は、コカ･コーライーストジャパンの WEB サイトをご参照ください。www.ccej.co.jp 

 

 

【【【【仙台コカ・コーラボトリング株式会社の概要】 

仙台コカ･コーラボトリング株式会社は、1962 年 6 月に仙台飲料株式会社の商号にて会社設立し、

同年 11 月より営業を開始しました。 

翌年 4 月に商号を仙台コカ･コーラボトリング株式会社に変更し、「地域の発展なくして、当社の成長

はあり得ない。社会から信頼される会社を目指し、社会との共存共栄をはかり、感謝と奉仕の精神を

もって活動する。」という経営理念のもと、宮城県、福島県、山形県を販売地域として、仙台コカ･コーラ

プロダクツ株式会社、仙台ビバレッジ・ネットワーク株式会社、さわやか自販機サービス株式会社、 

さわやか物流株式会社のグループ会社とともに、多彩な清涼飲料の製造・販売を通じて地域の皆様

に、気持ちや暮らしを彩る「さわやかさ」をお届けしてまいりました。 

詳細は、仙台コカ･コーラボトリングの WEB サイトをご参照ください。http://www.sendai.ccbc.co.jp/ 

（注）販売数量と売上高は両社の 2013 年実績の単純合計です。 

 

以 上 本件に関するお問い合わせ先 

コカ･コーライーストジャパン株式会社 

広報･パブリックアフェアーズ本部  

広報部 尾縣 ：03-5575-3860／080-3707-6246 

Email : kanako.ogata@ccej.co.jp 

 


